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（１）今期の業況判断
　今回（2025年10～12月期）の業況ＤＩは全産業で 3ポイント（以下、p）改善の▲ 5、製造業で19p
の改善▲10、非製造業で 3 p悪化の▲ 3（図表 3）。
　前回調査で大幅に悪化した製造業で改善が見られた。食料品製造業で37p改善の＋ 7、食料品以外
の製造業で10p改善の▲18となり、前回調査における先行きを上回る結果となった。しかしながら、
自由回答では消費者の購買意欲に陰りを感じている声や、受注は好調なものの各種コストが上昇して
いるとの声が聞かれており、持ち直しの動きはあるが、楽観視はできない状況にあるようだ。
　非製造業では、生産財卸売業や小売業が改善した一方で、建設業や消費財卸売業、事業所サービス
業は悪化となった。自由回答では、仕入価格の高騰や人件費の上昇を販売価格へ転嫁できず、受注や
業績面への影響が出ているとの声が聞かれており、コスト増が収益を圧迫する状況が続いている。
（２）先行きの業況判断
　先行き（2026年 1 ～ 3 月期）の業況ＤＩは全産業で 2 p悪化の▲ 7、製造業で 4 p悪化の▲14、非製
造業で 1 p悪化の▲ 4の見通し（図表 3）。
　業種別では、 3業種で改善、 3業種で悪化の見通し。自由回答では、最低賃金の大幅な上昇や水道
光熱費の上昇による収益の悪化を見込む声が聞かれ、先行きは依然として厳しい状況が続く見込みで
ある。

今回 前回比 先行き 今回比

業況ＤＩ ▲ 5 ＋ 3 ▲ 7 － 2

売上ＤＩ 1 － 4 ▲ 6 － 7

利益ＤＩ ▲ 17 ＋ 5 ▲ 23 － 6

仕入価格ＤＩ 54 ＋ 2 51 － 3

販売価格ＤＩ 28 ＋ 4 26 － 2

設備ＤＩ ▲ 4 ＋ 1 ▲ 5 － 1

労働力ＤＩ ▲ 37 ± 0 ▲ 39 － 2

在庫ＤＩ 12 ＋ 2 13 ＋ 1

資金繰りＤＩ ▲ 5 － 9 ▲ 7 － 2

価格転嫁の遅れや深刻な人手不足を背景に
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≪調査の概要・用語≫

１ ．対象企業 県内主要企業　574社
２ ．調査時点 2025年11月 1 日～11月28日

３ ．対象期間 2025年10～12月期実績
2026年 1 ～ 3 月期見通し

４．回答状況 回答企業 200社

今　回＝2025年10～12月期
前　回＝2025年 7 ～ 9 月期　
先行き＝2026年 1 ～ 3 月期

ＤＩ＝「プラス」回答の割合－「マイナス」回答の割合
　業況ＤＩ＝「良い」－「悪い」
　売上・利益ＤＩ＝「増加」－「減少」
　仕入価格・販売価格ＤＩ＝「上昇」－「下落」
　設備・労働力・在庫ＤＩ＝「過剰」－「不足」
　資金繰りＤＩ＝「楽である」－「楽ではない」

図表１　各ＤＩの結果

研究員　林田　祐子

１ 業況判断の結果



2

図表２　業況ＤＩの推移

２０２5年
７ ～ ９ 月期

（前回調査）

２０２5年
10～12月期

（今回調査）

２０２6年
１ ～ ３ 月期
（先行き）

前回
調査比

今回
調査比

全　産　業（n=200） ▲ 8 ▲ 5（▲  4） ➡ ▲ 7 ➡
製　造　業（n=49） ▲ 29 ▲ 10（▲ 17） ➡ ▲ 14 ➡
食料品製造業（n=15） ▲ 30 7 （▲  7） ➡ 7 ➡
食料品以外の製造業（n=34） ▲ 28 ▲ 18 （▲ 25） ➡ ▲ 24 ➡

非 製 造 業（n=151） 0 ▲ 3（　  1） ➡ ▲ 4 ➡
建　 設　 業（n=28） 11 4 （　 12） ➡ 7 ➡
生産財卸売業（n=20） ▲ 41 0 （▲ 18） ➡ 5 ➡
消費財卸売業（n=16） 13 ▲ 25 （▲ 13） ➡ ▲ 25 ➡
小　 売　 業（n=26） ▲ 31 ▲ 15 （▲ 23） ➡ ▲ 23 ➡
運　 輸　 業（n=5） ▲ 75 0 （　  0） ➡ 20 ➡
事業所サービス業（n=37） 14 3 （　  8） ➡ ▲ 3 ➡
個人サービス業（n=19） 5 5 （　  5） ➡ 5 ➡

図表３　業種別業況ＤＩ

➡ 改善（上昇）

➡ 横ばい
➡ 悪化（低下）

自由回答より（抜粋）
・モノの値段の上昇に賃金が追いついておらず、消費意欲に陰りが見える。全般的に節約志向がみられる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（食料品製造業）
・受注は好調だが、各種コストが上昇している。（食料品以外の製造業）
・中国への輸出において、現地の競合企業の低価格攻勢により顧客シェアが大幅に低下。市場の構造が変化しつ
つあり、業績の低迷が長期化する懸念あり。（食料品以外の製造業）

・原材料と人件費の高騰により採算が悪化しており、利益確保のため受注案件を選別せざるを得ない状況。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設業）
・仕入価格の上昇に伴い販売価格をあげるので、売上は増加の見込み。（生産財卸売業）
・最低賃金の大幅な上昇、エネルギーコストの上昇等を考慮し2026年 1 月～ 3月期は悪化する見込み。（小売業）
・主力である人材派遣分野が回復基調にある。（事業所サービス業）
・10月に客足が戻ってきたものの、季節要因で冬場の客足は鈍る見込み。来年度から上下水道料金の値上げが確
定しており、水道光熱費の大幅な上昇が見込まれる。先行きは明るくない状況。（個人サービス業）

（ ）内は前回先行き
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